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1. 法人税 

 労働者に支給する残業代 

労働者に支給する残業代について、2022 年 11
月 8 日付、バックニン省税務局発行のオフィシ

ャルレター・第 3674/CTBNI-TTHT 号の詳細は

以下のようになります。 

企業が従業員に残業を組織し、企業は書面で通

知し、管轄官庁の承認を得ている場合、残業時

間に支給する費用は承認され、及び企業の生

産・事業活動に従事する場合、法人税の課税所

得を確定する際に損金算入できる費用になりま

す。 

 法人税の優遇政策を受けられない商業活動から

の所得 

商業活動からの所得は法人税の優遇政策を受け

られないことについて、2022 年 10 月 31 日付、

バックニン省税務局発行のオフィシャルレタ

ー・第 3593/CTBNI-TTHT 号の詳細は以下のよ

うになります。 

地域別法人税の優遇政策を受けている会社は商

業事業分野を補足しましたが、増資手続き、資

産増加の為の投資拡大を実施しない場合、補足

された商業活動からの所得は法人税の優遇政策

を受けられません。 

2. 個人所得税 

 個人所得税の確定申告の案内 

個人所得税の確定申告の案内について、2022
年 10 月 20 日付、ハノイ市税務局発行のオフ

ィシャルレター・第 50820/CTHN-TTHT 号の

詳細は以下のようになります。 

- 所得を支給する組織が労働者からの委任に

より、労働者の代わりに、個人所得税の確

定申告を実施する際に、労働者の個人税コ

ードが十分になければなりません。 

- 所得を支給する組織が労働者の身分証明書

だけを利用し、申告する場合、通達・第

105/2020/TT-BTC 号にある規定に従い、労

働者に税務登録手続きを案内し、所得を支

給する組織は規定により、個人所得税の補

足書類の申告を実施します。 

3. 付加価値税 

 本社が所在する他の地域での建設活動に対する

当期税金の VAT の申告 

本社が所在する他の地域での建設活動に対する

当期税金の VAT の申告について、2022 年 11
月 4 日付、ハノイ市税務局発行のオフィシャル

レター・第 53393/CTHN-TTHT 号の詳細は以下

のようになります。 

施工業者である会社が、本社が所在する他の地

域で建設工事を実施する為、投資主と契約書を

直接に締結しない場合、建設工事を行う地域で

の税務局にそれらの建設工事に対する付加価値

税を申告する必要はありません。 

 賠償金に対する領収書及び付加価値税 

賠償金に対する領収書及び付加価値税について、

2022 年 10 月 20 日付、ハイフォン市税務局発

行のオフィシャルレター・第 3359/CTHPH-
TTHT 号の詳細は以下のようになります。 

会社は倉庫を賃借し、雨が降ったときに倉庫が

漏れた為、賃貸側から破損品に対する賠償金を

受け取る場合: 

- 付加価値税について: 会社は法律規定によ

り、支払証憑及び領収書に関する条件を全

て満たした場合、倉庫賃貸料に対する付加

価値税を控除することができます。 

- 領収書について: 会社は賃貸側から受け取

った賠償金に対して、領収書を作成せず、

お金の領収証憑を作成します。 

4. 外国契約者税  

 ベトナムでトレードマークの利用権を提供する

ことによる所得に対する外国契約者税 

2022 年 10 月 27 日付、ハノイ税務局発行のベ

トナムでトレードマークの利用権を提供するこ

とによる所得に対する外国契約者税についての

オフィシャルレター・第 51874/CTHN-TTHT
号の詳細は以下のようになります。 
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ベトナム企業がベトナム国内で外国企業のトレ

ードマークを知的所有権に関する法律に従って

使用するために、その企業に支払う場合、その

使用によって得る所得は以下の税率に従って外

国契約者税の対象になります。 

- 売上に対する法人税の 10% 

- 付加価値税の 10％（控除方法を適用する場

合）又は課税所得に対する付加価値税の

5％（直接法を適用する場合） 

 先渡取引契約及びオプション契約による商品販

売・サービス提供からの所得に対する外国契約

者税 

2022 年 9 月 9 日付、税務総局発行の先渡取引

契約及びオプション契約による商品販売・サー

ビス提供からの所得に対する外国契約者税につ

いてのオフィシャルレター・第 3334/TCT-CS
号の詳細は以下になります。 

商品取引所で先渡取引契約及びオプション契約

によって商品販売・サービス提供をすることが

法律に従って派生的な経済サービスだと確定さ

れる場合、外国契約者が受ける所得金額は付加

価値税の対象にならず、課税所得の 2％で法人

税を納税しなければなりません。 

 

5. インボイス 

 ホーチミン市における「ラッキーインボイス」

プログラムの規則の公開 

2022 年 10 月 27 日付、ホーチミン市税務局発

行のホーチミン市における「ラッキーインボイ

ス」プログラムの規則の公開についてのオフィ

シャルレター・第 16142/TB-CTTPHCM 号の詳

細は以下になります。 

ホーチミン市税務局はホーチミン市における組

織、会社又は納税する個人に「ラッキーインボ

イス」プログラムの規則を通知します。このプ

ログラムの目的は経営所得の管理を強化し税金

不納を抑制するために、購入者に商品・サービ

スを購入する時にインボイスの受け取りを促す

こと、取引をする時に合法的なインボイス、証

憑を必ず受け取るという現代的な取引習慣を普

及させ、購入者の権利を守ること及び提供者、

販売者に対して税務機関のコードのある電子イ

ンボイスの 使用を促すことです。 

6. 労働 

 2023 年 5 月 31 日までに 2023 年の労働会議の

開催必要 

2022 年 12 月 13 日付、ホーチミン市労働組合

連合会発行の 2023 年の労働者会議、委員、役

員、公務員の会議の開催についてのオフィシャ

ルレター・第 1333/LĐLĐ-CSPL 号によると、

以下の内容になります。 

ホーチミン市労働組合連合会の通知書によると、

2023 年の労働者会議が 2023 年 3 月 31 日まで

に開催することが促されています。正当な理由

があれば 2023 年 5 月 31 日まで延期すること

ができます。 

2023 年の労働者会議の形式は直接又はオンラ

インで行うことができます。ただし、会議の内

容は記録されなければなりません。 

各企業での 2023 年の労働者会議開催は政令・

第 145/2020/NĐ-CP 号に従って行われます。 
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お問合せ： 

KHAI MINH CONSULTING COMPANY LIMITED 

ホーチミン市第 1 区 Dakao ワード Vo Thi Sau 通り 45 号 

Citilight Tower、6 階、603 室 

Tel: 84 28 3820 5731 / 2     Fax: 84 28 3820 0906 

(英語)       

Tran Mai Tuong Vy     

tran.mai.tuong.vy@kmc.vn     

Nguyen Van Mui     

nguyen.van.mui@kmc.vn      

(日本語)  

Le Quoc Duy 

le.quoc.duy@kmc.vn 

Nguyen Thi Thao Uyen 

nguyen.thi.thao.uyen@kmc.vn 

 

 

本情報はベトナムにおける税務・会計・投資及び人事労務に関する規定等をアップデートしています。あくま
でも、ご参考としていただき、ご決定前には、必ず専門家の意見を伺って下さい。  


